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1. プログラムの目的 

 わが国の専門医制度が新たになり、各診療科はより高い専門性を求められています。耳鼻

咽喉科・頭頸部外科領域の疾患は小児から高齢者まで幅広い年齢層が対象であり、内容も

外科的治療だけでなく内科的治療も必要とします。そのため幅広い知識と医療技能の習得

が求められます。 大阪医科大学附属病院耳鼻咽喉科専門研修プログラム（以下、大阪医大

耳鼻科 PG）では、医療の進歩に応じた最新の知識、技能を持つ耳鼻咽喉科専門医を養成し、

医療の質の向上と地域医療に貢献することを目的としています。すなわち、国民に対して

安全かつ安心でき、さらに高い専門性を有する医療を提供できることを目標としています。

また、学会発表や論文作成等を通じて、リサーチマインドを涵養し、科学者としての能力

を習得することも目標としています。 

 

耳鼻咽喉科専門医は、以下のもので定義されます 

1）耳鼻咽喉科領域における適切な教育を受けている 

2）耳鼻咽喉科疾患に対して、十分な知識と確かな技能を有している 

3）知識と技能のもと、良質かつ安全な高度な医療を提供できる 

4）高い倫理観を有し患者に信頼されている 

5）必要に応じて多職種と連携できる 

6）医学・医療の発展に寄与できる 

 

2. 専門研修基幹施設（指導医と専門領域） 

専門研修基幹施設：大阪医科大学医学部附属病院（年間手術数 1070 件） 

                         [    ]内は専門領域 

プログラム統括責任者：河田 了（教授、診療科長）[頭頸部外科] 

指導管理責任者：河田 了（教授、診療科長）[頭頸部外科] 

指導管理副責任者：萩森 伸一（専門教授、診療科長）[耳科] 

指導医：河田 了（教授、診療科長）[頭頸部外科] 

萩森 伸一（専門教授、診療科長）[耳科] 

寺田 哲也（准教授、診療医長）[頭頸部外科、鼻科] 

東野 正明（講師）[頭頸部外科、喉頭科] 

乾 崇樹（講師、外来医長）[鼻科、平衡] 

    稲中 優子（助教）[鼻科、平衡] 

    粟飯原 輝人（特務専門教授）[頭頸部外科] 

 

3. 専門研修連携施設（指導医） 

① 大阪府済生会中津病院（年間手術 452 件） 

指導管理責任者・指導医：東川 雅彦 
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② 大阪府済生会吹田病院（年間手術 235 件） 

指導管理責任者・指導医：西川 周治 

指導医：鈴木 学 

③ 医療法人社団洛和会 洛和会音羽病院（年間手術 308 件） 

指導管理責任者・指導医：荒木 倫利 

④ 市立ひらかた病院（年間手術 319 件） 

指導管理責任者・指導医：田渕 恵子 

⑤ 社会医療法人愛仁会高槻病院（年間手術 54 件） 

指導管理責任者・指導医：星島 秀昭 

⑥ 大阪府済生会茨木病院（年間手術 7 件） 

指導管理責任者・指導医：坂倉 淳 

⑦ 社会医療法人彩樹守口敬仁会病院（年間手術 55 件） 

指導管理責任者・指導医：藤原 裕樹 

⑧ 医療法人春秋会城山病院（年間手術 －件） 

指導管理責任者・指導医：川上理郎 

 

※関連施設・・・国立舞鶴医療センター（年間手術 17 件） 

  指導管理責任者：呉本年弘 

 

4.  募集定員 

7 名 

募集定員の規定 

① 専門医数 

     指導医 1 名につき 3 名までの専攻医を指導。指導できる専攻医数は 16×3÷4＝12 人

となり、1 学年 12 名まで専攻医募集が可能である。 

② 症例数 

     専門研修基幹施設および専門研修連携施設の手術症例合計は、耳科：368 件、鼻科：

640 件、口腔・咽頭・喉頭科：793 件、頭頸部 602 件である。 

     施設合計手術数と専攻医到達目標数から計算すると、1 学年 9 名の専攻医募集が可能

である。（P18 参照） 

 

5. 研修期間 

平成 31 年 4 月 1 日～平成 35 年 3 月 31 日 

研修を行う専門研修連携施設および研修時期・期間は、専攻医ごとに適宜変更されること

があります。 
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6. 応募方法  

応募資格： 

・日本国の医師免許証を有する 

・臨床研修修了登録証を有する（第 98 回以降の医師国家試験合格者のみ必要。平成 31

年 3 月 31 日までに臨床研修を修了する見込みのものを含む）。 

・一般社団法人日本耳鼻咽喉科学会の正会員（平成 31 年 4 月 1 日付で入会予定のもの 

を含む）。 

応募期間：平成 30 年 9 月 1 日～平成 31 年 3 月 1 日 

選考方法：書類審査および面接により選考する。面接の日時・場所は別途通知します。 

応募書類：願書、希望調査票、履歴書、医師免許証の写し、臨床研修修了証の写し 

問い合わせ先および提出先：〒569-8686  大阪府高槻市大学町 2 番 7 号 

大阪医科大学 医学部 耳鼻咽喉科・頭頸部外科学教室 

電話：072-683-1221（内線 2359） Fax：072-684-6539   

E-mail：oto057@osaka-med.ac.jp 

URL：http://hospital.osaka-med.ac.jp/index.html 

 

7. プログラム概要 

大阪医科大学附属病院耳鼻咽喉科専門研修プログラム（以下、大阪医大耳鼻科 PG）では、

専門研修基幹施設である大阪医科大学附属病院と、地域の中核医療を担う病院群（A グル

ープ：大阪府済生会中津病院、大阪府済生会吹田病院、市立ひらかた病院、洛和会音羽病

院）、地域医療を担う病院群（B グループ：高槻病院、大阪府済生会茨木病院、守口敬仁会

病院）、および地方における地域医療を担う病院（C グループ：国立病院機構舞鶴医療セン

ター）の計 9 つ の研修施設において、それぞれの特徴を活かした耳鼻咽喉科研修を行い、

日本耳鼻咽喉科学会が定めた研修到達目標や症例経験基準に掲げられた疾患や手術を経験

します。 

基本的に 4 年間の研修期間のうち、2 年間は大阪医科大学附属病院で耳鼻咽喉科の基本

的知識、診療技術を習得します。最初の 1 年間は大阪医科大学附属病院で研修することを

原則とします。その後 2 年間を A グループあるいは B グループの病院で研修を行います。

残り 1 年間は再び大阪医科大学附属病院で研修を行います。大阪医科大学附属病院では基

本的研修はもとより、専門領域に特化した研修が可能です。手術数は全国トップクラスで

あり、特に頭頸部腫瘍手術、耳科手術では高い技術の高度な手術を行っており、専門性の

高い研修が可能です。A グループの病院群は、地域の基幹病院であり、大学附属病院と同程

度の症例、手術から Common disease 、さらには救急疾患も多く扱う病院群であり、充実

した研修を行うことができます。B グループの病院は地域医療を担っている病院で、これ

までに習得した知識、技術を生かして地域に密着した医療を経験できます。C グループは地
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方都市の地域医療を担っている病院で地方特有の医療環境の下、耳鼻咽喉科領域のプライ

マリー疾患に対する診断および実地経験を積むことができます（地方地域医療ラウンドコ

ース）。また、社会人大学院へ進学し、診療・研修を行いながら基礎研究や臨床研究を行う

事も可能です（アカデミックコース）。 

大阪医科大学附属病院では、週 1 回の術前検討カンファレンス、術後検討カンファレン

ス、各種勉強会を開催しており、各症例を大切に扱い病態や治療などについて深く学びま

す。また、年に 6 回程度北摂地域を中心とした研究会を実施しています。 

4 年間の研修中、日本耳鼻咽喉科認定学会において学会発表を少なくとも 3 回以上行い

ます。また、筆頭著者として学術雑誌に 1 編以上の論文執筆・公表を行います。そのため

に積極的に科学的根拠となる情報を収集、分析し、日々の診療に活かせるよう、日頃から

科学的思考、生涯学習の姿勢を身につけます。 

プログラムに定められた研修の評価は施設ごとに指導管理責任者（専門研修連携施設）、

指導医、および専攻医が行い、プログラム責任者が最終評価を行います。4 年間の研修終

了時にはすべての領域の研修到達目標を達成します。研修の評価や経験症例は日本耳鼻咽

喉科学会が定めた方法でオンライン登録します。 

 

大阪医大耳鼻科 PG の特色 
◇長い伝統を有する 

 大阪医科大学は 1927 年（昭和 2 年）本邦初の 5 年制医学専門学校として設置され、1930

年に附属病院が開設されて、その際に外科学の一分野として耳鼻咽喉科学教室が独立しま

した。本年（2018 年）で 89 年目を迎えます。長年培われてきた技術と知識を活かしなが

ら、常に最先端の医療を追及しています。このような伝統と信念を若い医師に伝え指導し

ていきたいと考えています。 

◇全分野に専門家を有する 

 大阪医科大学では以前より、耳科、鼻科、頭頸部、平衡機能、咽喉頭・嚥下、睡眠、ア

レルギーといった専門分野別の体制をとっており、その全専門分野において専門家がいま

す。現在専門研修基幹施設では 11 個の専門外来が稼働しています（腫瘍、成人難聴、甲状

腺、幼児難聴、鼻・副鼻腔、アレルギー、めまい、補聴器、中耳、喉頭・音声、遺伝難聴）。

専門研修連携施設にもそれぞれの専門を活かした指導を行える指導医を派遣しています。

したがって、どの分野においても偏りなく広く深く最新医療を学ぶことができます。もち

ろん本プログラムは耳鼻咽喉科専門医を目指すためのものであり、基本的知識、技能等を

身に着けることを基本としています。 

◇多くの手術症例数を有する 

 専門研修基幹施設である大阪医科大学附属病院は、年間 1000 例を超える手術数があり、

全国大学附属病院のなかでもトップクラスです（平成 16 年以降の手術数・内容を当科ＨＰ

に公開）。また専門研修連携施設でも多くの外来症例、手術件数を有しており、本プログラ
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ムが定める到達目標を大きく超える経験数が可能です。本プログラムは、研修終了時に基

本的疾患の治療に関しては独り立ちできていることが前提となったカリキュラムです。 

◇多彩な研修施設を有する 

 本プログラムでは 8 つの専門研修連携施設および 1 つの専門研修関連施設（地方地域医

療）とグループを組んでいます。いずれの施設も大阪医科大学のいわゆる関連病院です。

そのため、きわめてスムーズな連携が可能です。専門研修連携施設は専門研修基幹施設だ

けでは経験が不足しがちな common disease や救急医療、各地域特有の医療事情など、幅広

く研修を行える場を提供します。専門研修連携施設はいずれも京都から大阪にかけての都

市部にあり、研修期間中転居等が必要になることはありません。専門研修関連施設（地方

地域医療）は京都府内にあり、地方特有の環境のもと、耳鼻咽喉科領域のプライマリー疾

患に対する診断と治療を数多く経験することができます。大学附属病院での最先端の専門

的な診療経験と、地域中核病院での即戦力となる臨床経験が融合されることによって、耳

鼻咽喉科学界をリードする人材を育てるのが本プログラムの目指すところです。 

 

8. 基本的研修プラン  

① スタンダードコース 

専門研修基幹施設である大阪医科大学附属病院をはじめとして 8 つの専門研修連携施設

において耳鼻咽喉科・頭頸部外科研修を行います。それぞれの病院の特徴を生かして、日

本耳鼻咽喉科学会の研修到達目標や症例経験基準に掲げられた疾患や手術を経験します。 

専門研修連携施設を A グループ：地域の中核医療を担う病院群（大阪府済生会中津病院、

大阪府済生会吹田病院、市立ひらかた病院、洛和会音羽病院）と B グループ：地域医療を

担う病院群（高槻病院、大阪府済生会茨木病院、守口敬仁会病院、城山病院）とにグルー

プ分けしていますが、いずれも研修に適した症例が多く、十分な力量を有する指導医がい

ます。したがって、どちらのグループで研修すべきという優劣がないのが本プログラムの

特色の１つです。 

1）専門研修１年目 

専門研修基幹施設、すなわち大阪医科大学附属病院で行います。 耳鼻咽喉科医としての

基本的臨床能力及び医療人としての基本的姿勢を身につけることが目標です。 

2）専門研修 2～4 年目 

 スタンダードコースにはⅠ、Ⅱの 2 つのコースを設け、専門研修 2～4 年目おいて、研修

先等が異なっていますが、内容は基本的に変わりません。両コースとも 2～4 年目の 3 年

間のうち 2 年間が専門研修連携施設で、1 年間を専門研修基幹施設（大阪医科大学附属病

院）で行います。2 年間の専門研修連携施設での研修は、A グループ病院で 1 年間およ

び B グループ病院で 1 年間を原則としていますが、A グループ病院と B グループ病院

における診療の著しい差異がないため、どちらかのグル－プで 2 年間研修することもあ

りえます。専門研修連携施設は、大学附属病院とは疾患内容や患者背景がやや異なるこ
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ともあり、幅広い研修が可能となります。専門研修連携施設ごとに特徴があるため、研

修内容は研修病院によって若干異なりますが、専門研修連携施設はすべて総合病院であ

り、4 年間トータルで見ると幅広く耳鼻咽喉科・頭頸部外科疾患の研修が可能です。3 年

目あるいは 4 年目で再び専門研修基幹施設（大阪医科大学附属病院）にもどり、専門研

修連携病院で身に着けたことをベースにしてより高度な診療、技術を修練することにな

ります。臨床研修４年間修了時にはすべての領域の研修到達目標が達成されます。専攻

医 5 年目に研修内容を定められた書式で提出し、専門医試験を受験することになります。 

② アカデミックコース 

大学附属病院において、今後教員として働くために学位を取得していることが必要条件

となる可能性があります。一生アカデミックポジションで仕事をしないまでも一時期、専

門分野において科学的に深く掘り下げた仕事に身を浸すことは、医師としての自己研鑽と

して多いに役立つものです。本プログラムでは学位+専門医取得コースとして大学院博士課

程進学が可能です。大学院進学時期と研究期間（いわゆる bed free で研究を行う期間）に

より年次プログラムが変動します。本学では初期研修医の 2 年目でストレートコースを選

択した場合、その時点で大学院進学が可能です。すなわち初期研修医の 2 年目が大学院 1

年生になります（アカデミックコースⅡ）。アカデミックコースⅠは専攻医１年目に大学院

に入学することになります。大学院での研究は 1～2 年間を bed free として研究に専念す

ることとし、基本的に基礎教室あるいは外部研究機関で研究を行う予定です。研究は耳鼻

咽喉科・頭頸部外科の内容を専攻医の興味も加味して決定します。 

1）大学院―基礎研究期間 

1～2 年間を基礎研究の期間とします。研究の進捗状況によって柔軟に対応します。基本

的に学内基礎医学教室あるいは外部研究機関で研究を行います。その期間の収入について

は十分に考慮します。 

2）大学院―臨床研修期間 

大学院での基礎研究以外の期間は、社会人大学院生として有給で臨床研修を主に行います。

主に専門研修基幹施設で研修を行いますが、専門研修連携施設での研修も可能です。 

3）大学院以外の期間 

専門医取得のためには、4 年間の臨床研修が必要ですから、大学院における臨床研修期間

の不足分を専門研修基幹施設あるいは専門研修連携施設で研修を行います。 

専門研修終了は最短で専攻医 4 年目終了時（スタンダードコースと同じ時期）、最長で専

攻医 6 年目終了時になります。その時点で研修内容を定められた書式で提出し、専門医試

験を受験することになります。 

③ 地方地域医療ラウンドコース 

スタンダードコースとほぼ同じですが、4 年のプログラムの間に 1 年間、地方地域医療を担

う C グループの専門研修関連施設（地方地域医療）にて研修を行います。地方における地

域医療は都会における医療とはその人口構造、疾患構造が大きくことなり、また限られた
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医療資源の中、地元に根付いた研修施設において地域医療の最前線を経験することで、耳

鼻咽喉科領域のプライマリー疾患の診断および治療の実地経験を積みます。 

1）専門研修１年目 

専門研修基幹施設、すなわち大阪医科大学附属病院で行います。 耳鼻咽喉科医としての

基本的臨床能力及び医療人としての基本的姿勢を身につけることが目標です。 

2）専門研修 2～4 年目 

地方地域医療ラウンドコースでは 2～4年目の 3年間のうち 1年間を専門研修関連施設（地

方地域医療）で、1 年間を専門研修連携施設で、そして 1 年間を専門研修基幹施設（大阪

医科大学附属病院）で行います。専門研修関連施設（地方地域医療）での研修は C グルー

プ病院（国立病院機構舞鶴医療センター）で、専門研修連携施設での研修は A グループ

病院を原則としています。専門研修関連施設（地方地域医療）は地方における地域医療を

担う病院であり、専門研修基幹施設や専門研修連携施設とは大きく異なる疾患内容や患者

背景を抱え、都市部の研修では得られない幅広い耳鼻咽喉科疾患を経験することが可能で

す。その他、A グループの専門研修連携施設はすべて総合病院であり、4 年間で最も幅広

く耳鼻咽喉科・頭頸部外科疾患の研修が可能であると言えます。3 年目あるいは 4 年目で

再び専門研修基幹施設（大阪医科大学附属病院）にもどり、専門研修連携病院や専門研修

関連施設（地方地域医療）で身に着けたことをベースに、より高度な診療、技術を修練す

ることになります。臨床研修４年間修了時にはすべての領域の研修到達目標が達成されま

す。専攻医 5 年目に研修内容を定められた書式で提出し、専門医試験を受験することにな

ります。 

④ サポートコース 

専門研修中、妊娠・出産・育児等によって研修中断を余儀なくされる場合が考えられます。

そのような場合に対応して、中途になった専門研修が無駄にならないようなコースを設定し

ました。別表では専攻医 3 年目に 1 年間の休職を設定していますが、柔軟な対応が可能で

す。基本的には、休職期間を除けばスタンダードコースと同様です。1 年間の休職とした場

合、専攻医 5 年目終了時に専門研修を終えることになります。もちろんアカデミックコー

スを選択することも可能です。専門医取得後もライフスタイルに応じたさまざまなプログラ

ムを用意しています。 



9 
 

 

9. 到達目標 

1）医師としてのプロ意識を持ち、全人的な医療を行うとともに社会的な視点も併せて持

ち、リーダーとして医療チームを牽引していくことができる。 

2）耳・鼻、副鼻腔・口腔咽喉・頭頸部領域に及ぶ疾患の標準的な診断および外科的・内

科的治療を行うことができる。 

3）小児から高齢者に及ぶ患者を扱うことができる。 

4）高度急性期病院から地域の医療活動まで幅広い疾患の診療に対応できる。 

5）耳鼻咽喉科・頭頸部外科領域の臨床研究、学術発表を進んで行い、医学・医療のさら

なる発展に貢献することができる。 

6）我が国の医療制度を理解し、高い倫理観を有した医療を実践できる。 

① 年次別内容 

【1 年目】  

期間：平成 31 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日 

研修施設：大阪医科大学附属病院 

一般目標：耳鼻咽喉科医としての基本的臨床能力および医療人としての基本的姿勢を身に

つける。このために、代表的な疾患や主要徴候に適切に対処できるための知識、技能、診

Ⅰ

Ⅱ

専門医取得 学位取得

連携施設Ａ

研修医 専攻医

5年目 6年目 7年目1年目 2年目 1年目 2年目 3年目 4年目

Ⅰ

Ⅱ

連携施設
B/A

大学

大学

連携施設
B/A

スタンダードコース

大学
連携施設

A/B
休職

（産休等）

Ⅱ

大学

大学院
（臨床）

大学院
(基礎）

大学院
（臨床）

大学院
（基礎）

大学院
（基礎/臨床）

連携施設
A/B

Ⅰ

サポートコース

アカデミックコース

大学院
（基礎/臨床）

大学院
（臨床）

大学院
（臨床）

（臨床）

大学/
連携施設

大学/
連携施設

大学/
連携施設

連携施設
B/A

大学

地方地域医療ラウンドコース

大学 大学
連携施設Ａ

関連施設Ｃ

関連施設Ｃ
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療態度および臨床問題解決能力の習得と人間性の向上に努める。 

行動目標 

基本姿勢・態度 

研修到達目標：♯1-5,7-20 

基本的知識 

研修到達目標（耳）：♯22-28,34 

研修到達目標（鼻・副鼻腔）：♯44-49 

研修到達目標（口腔咽喉頭）：♯65-75 

研修到達目標（頭頸部）：♯89-94 

基本的診断法 

研修到達目標（耳）：♯29-33,37,39-43 

研修到達目標（鼻・副鼻腔）：♯50-59,61-63 

研修到達目標（口腔咽喉頭）：♯76-82,88 

研修到達目標（頭頸部）：♯95-100,105,106,108-110 

経験すべき治療など 

術者あるいは助手を務めることができる 

耳科手術（鼓膜切開術、鼓膜チューブ留置術、鼓室形成術、人工内耳手術など） 

鼻科手術（鼻中隔矯正術、下鼻甲介切除術、内視鏡下鼻副鼻腔手術など） 

口腔咽喉頭手術（口蓋扁桃摘出術、アデノイド切除術、舌・口腔・咽頭腫瘍摘出術、喉

頭微細手術など） 

頭頸部腫瘍手術（頸部リンパ節生検、頸部郭清術、頭頸部腫瘍摘出術など） 

緩和医療 

   リハビリテーション（嚥下、音声、めまい、聴覚） 

経験すべき検査 

下記の検査を自ら実施し、その結果を解釈できる 

聴覚検査：純音聴力検査、語音聴力検査、ティンパノメトリー、自記オージオメトリー

検査、耳音響放射検査、聴性脳幹反応、幼児聴力検査、中耳機能検査（鼓膜穿孔閉鎖検

査）、内耳機能検査（SISI テスト）、補聴器適合検査 

平衡機能検査：起立検査、頭位および頭位変換眼振検査、温度眼振検査、視運動性眼振

検査、指標追跡検査、重心動揺検査 

耳管機能検査 

顔面神経予後判定（NET、ENoG） 

鼻アレルギー検査（鼻汁好酸球検査） 

中耳・鼻咽腔・喉頭内視鏡検査 

嗅覚検査（静脈性嗅覚検査、基準嗅覚検査） 

鼻腔通気度検査 



11 
 

味覚検査（電気味覚検査、濾紙ディスク法） 

超音波検査、穿刺吸引細胞診 

嚥下内視鏡検査、嚥下造影検査 

喉頭ストロボスコープ検査、音声機能検査、音響分析検査 

研修内容 

専攻医は指導医のもと入院患者の管理を行う。 

入院予定患者のカンファレンス（火曜日 15:30-17:00） 

入院患者（術後等）カンファレンス（火曜日 7:30-9:00） 

入院診（全入院患者）（月～金曜日 9:00） 

回診（教授および専門教授）（火曜日 13:30-15:00、木曜日 9:00-10:30） 

医局会・抄読会（火曜日 17:00-18:00） 

耳鼻咽喉科診療に関する専攻医向け医局勉強会（不定期、1 回/月） 

専門外来については、中耳、難聴、鼻副鼻腔、アレルギー、めまい、頭頸部腫瘍、音声・

嚥下の各分野をローテートする。 

医療倫理、医療安全、感染対策に関する講習会にそれぞれ年 2 回以上出席する。 

学会または研修会に参加し、日耳鼻が定めた学会において年 1 回以上発表を行う。 

【2 年目】 

期間：平成 32 年 4 月 1 日〜平成 33 年 3 月 31 日 

研修施設：連携病院のうち地域の中核医療を担う病院群（A グループ：済生会中津病院、

済生会吹田病院、市立ひらかた病院、洛和会音羽病院）、地域医療を担う病院群（B グルー

プ：高槻病院、済生会茨木病院、守口敬仁会病院、城山病院）、および地方地域医療を担う

病院群（C グループ：国立病院機構舞鶴医療センター）において、1 年間の研修を行う。各

施設はいずれも急性期病院であり、救急疾患も多く取り扱う。 

一般目標：地域の中核病院において、耳鼻咽喉科領域のプライマリー疾患に対する診断お

よび治療の実地経験を積む。また、大阪医科大学附属病院と同等の疾患を取り扱うだけ

でなく、地域医療の中核における耳鼻咽喉科医療のニーズと役割を理解する。 

行動目標 

基本姿勢・態度 

研修到達目標：♯1-21 

基本的診断法 

研修到達目標（耳）：♯29-33,35-41,43 

研修到達目標（鼻・副鼻腔）：♯50-64 

研修到達目標（口腔咽喉頭）：♯76-88 

研修到達目標（頭頸部）：♯95-110 

経験すべき治療など 

術者あるいは助手を務めることができる 
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耳科手術（鼓膜切開術、鼓膜チューブ留置術、鼓室形成術、など） 

鼻科手術（鼻中隔矯正術、下鼻甲介切除術、内視鏡下鼻副鼻腔手術など） 

口腔咽喉頭手術（口蓋扁桃摘出術、アデノイド切除術、舌・口腔・咽頭腫瘍摘出術、喉

頭微細手術など） 

頭頸部腫瘍手術（頸部リンパ節生検、頸部郭清術、頭頸部腫瘍摘出術など） 

緩和医療 

リハビリテーション（嚥下、音声、めまい、聴覚） 

経験すべき検査 

聴覚検査、平衡機能検査、顔面神経予後判定、鼻アレルギー検査、鼻咽腔・喉頭内視鏡

検査、嗅覚検査、鼻腔通気度検査、味覚検査、超音波検査、穿刺吸引細胞診、嚥下内視

鏡検査、嚥下造影検査など 

研修内容 

耳鼻咽喉科全般、特にプライマリーケア疾患、救急疾患などの対応できる能力を身に着

けるが、同時に基幹病院と同等の疾患も取り扱う。 

専攻医は指導医のもと入院患者の管理と外来診療を行う。 

夜間や休日の当直を行い、耳鼻咽喉科領域の救急疾患に対応する。 

術前・術後カンファレンス（週 1 回） 

耳鼻咽喉科診療に関する専攻医向け医局勉強会（不定期、1 回/月） 

医療倫理、医療安全、感染対策に関する講習会にそれぞれ年 2 回以上出席する。 

学会または研修会に参加し、日耳鼻が定めた学会において年 1 回以上発表を行う。 

【3・4 年目】 

期間：平成 33 年 4 月 1 日〜平成 35 年 3 月 31 日 

研修施設：大阪医科大学附属病院（1 年間）および連携病院（1 年間）で研修を行う。 

一般目標：2 年間の研修、経験をもとにさらに高度な医療について学ぶ。特に 4 年目におい

て、その後指導する立場になって通用する知識、技術、態度、解決能力等を身に着ける。

またチーム医療を理解し、チームを統率できる能力を身に着ける。 

行動目標 

基本姿勢・態度 

研修到達目標：♯1-21 

基本的診断法 

研修到達目標（耳）：♯29-33,35-41,43 

研修到達目標（鼻・副鼻腔）：♯50-64 

研修到達目標（口腔咽喉頭）：♯76-88 

研修到達目標（頭頸部）：♯95-110 

経験すべき治療など 

術者あるいは助手を務めることができる 
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耳科手術（鼓膜切開術、鼓膜チューブ留置術、鼓室形成術、など） 

鼻科手術（鼻中隔矯正術、下鼻甲介切除術、内視鏡下鼻副鼻腔手術など） 

口腔咽喉頭手術（口蓋扁桃摘出術、アデノイド切除術、舌・口腔・咽頭腫瘍摘出術、喉

頭微細手術など） 

頭頸部腫瘍手術（頸部リンパ節生検、頸部郭清術、頭頸部腫瘍摘出術など） 

緩和医療 

リハビリテーション（嚥下、音声、めまい、聴覚） 

経験すべき検査 

聴覚検査、平衡機能検査、顔面神経予後判定、鼻アレルギー検査、鼻咽腔・喉頭内視鏡

検査、嗅覚検査、鼻腔通気度検査、味覚検査、超音波検査、穿刺吸引細胞診、嚥下内視

鏡検査、嚥下造影検査など 

研修内容 

・大阪医科大学附属病院・連携病院共通 

 専攻医は指導医のもと入院患者の管理および外来診療を行う  

耳鼻咽喉科診療に関する専攻医向け医局勉強会（不定期、1 回/月） 

医療倫理、医療安全、感染対策に関する講習会にそれぞれ年 2 回以上出席する。 

学会または研修会に参加し、日耳鼻が定めた学会において年 1 回以上発表を行う。 

臨床論文（症例報告含む）を筆頭著者として 1 本以上作成し雑誌に投稿する 

・大阪医科大学附属病院 

入院予定患者のカンファレンス（火曜日 15:30-17:00） 

入院患者（術後等）カンファレンス（火曜日 7:30-9:00） 

入院診（全入院患者）（月～金曜日 9:00） 

回診（教授および准教授）（火曜日 13:30-15:00、木曜日 9:00-10:30） 

医局会・抄読会（火曜日 17:00-18:00） 

・連携病院 

 耳鼻咽喉科全般、特にプライマリーケア疾患、救急疾患などの対応に重点を置く 

夜間や休日の当直を行い、耳鼻咽喉科領域の救急疾患に対応する。 

術前・術後カンファレンス（週 1 回） 

 

② 研修到達項目（14～17 頁） 

専攻医は４年間の研修期間中に基本姿勢・態度、耳領域、鼻・副鼻腔領域、口腔咽

頭喉頭領域、頭頸部腫瘍領域の疾患について、定められた研修到達目標を達成しな

ければならない。下表の項目に関して専門医にふさわしいレベルが求められる。 

 

 

 



14 
 

本プログラムにおける年次別の研修到達目標    

研修年度  1 2 3 4 

基本姿勢・態度 

1 患者、家族のニーズを把握できる。  〇 〇 〇 〇

2 インフォームドコンセントが行える。  〇 〇 〇 〇

3 守秘義務を理解し、遂行できる。  〇 〇 〇 〇

4 他科と適切に連携できる。  〇 〇 〇 〇

5 他の医療従事者と適切な関係を構築できる。  〇 〇 〇 〇

6 後進の指導ができる。  〇 〇 〇 〇

7 科学的根拠となる情報を収集し、それを適応できる。  〇 〇 〇 〇

8 研究や学会活動を行う。  〇 〇 〇 〇

9 科学的思考、課題解決学習、生涯学習の姿勢を身につける。  〇 〇 〇 〇

10 医療事故防止および自己への対応を理解する。  〇 〇 〇 〇

11 インシデントリポートを理解し、記載できる。 〇 〇 〇 〇

12 症例提示と討論ができる。  〇 〇 〇 〇

13 学術集会に積極的に参加する。  〇 〇 〇 〇

14 医事法制、保健医療法規・制度を理解する。  〇 〇 〇 〇

15 医療福祉制度、医療保険・公費負担医療を理解する。  〇 〇 〇 〇

16 医の倫理・生命倫理について理解し、行動する。  〇 〇 〇 〇

17 感染対策を理解し、実行できる。  〇 〇 〇 〇

18 医薬品などによる健康被害の防止について理解する。 〇 〇 〇 〇

19 医療連携の重要性とその制度を理解する。  〇 〇 〇 〇

20 医療経済について理解し、それに基づく診療実践ができる。  〇 〇 〇 〇

21 
地域医療の理解と診療実践ができる（病診、病病連携、地域包 

  〇 〇 〇
括ケア、在宅医療、地方での医療経験）。 

耳 

22 側頭骨の解剖を理解できる。  〇    

23 聴覚路、前庭系伝導路、顔面神経の走行を理解する。  〇    

24 外耳・中耳・内耳の機能について理解する。  〇    

25 中耳炎の病態を理解する。  〇    

26 難聴の病態を理解する。  〇    

27 めまい・平衡障害の病態を理解する。  〇    

28 顔面神経麻痺の病態を理解する。  〇    

29 外耳・鼓膜の所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

30 聴覚検査を実施し、その所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇
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31 平衡機能検査を実施し、その所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

32 耳管機能検査を実施し、その所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

33 側頭骨およびその周辺の画像（CT、MRI）所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

34 人工内耳の仕組みと言語聴覚訓練を理解する。  〇   〇

35 難聴患者の診断ができる。    〇 〇 〇

36 めまい・平衡障害の診断ができる。    〇 〇 〇

37 顔面神経麻痺の患者の治療と管理ができる。  〇 〇 〇 〇

38 難聴患者の治療・補聴器指導ができる。    〇 〇 〇

39 めまい・平衡障害患者の治療、リハビリテーションができる。 〇 〇 〇 〇

40 鼓室形成術の助手が務められる。  〇 〇 〇 〇

41 アブミ骨手術の助手が務められる。  〇 〇 〇 〇

42 人工内耳手術の助手が務められる。  〇   〇

43 耳科手術の合併症、副損傷を理解し、術後管理ができる。 〇 〇 〇 〇

鼻・副鼻腔 

44 鼻・副鼻腔の解剖を理解する。  〇    

45 鼻・副鼻腔の機能を理解する。  〇    

46 鼻・副鼻腔炎の病態を理解する。  〇    

47 アレルギー性鼻炎の病態を理解する。  〇    

48 嗅覚障害の病態を理解する。  〇    

49 鼻・副鼻腔腫瘍の病態を理解する。  〇 〇 〇 〇

50 細菌・真菌培養、アレルギー検査を実施し、その所見を評価できる。 〇 〇 〇 〇

51 鼻咽腔内視鏡検査を実施し、その所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

52 嗅覚検査を実施し、その所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

53 鼻腔通気度検査を実施し、その所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

54 鼻・副鼻腔の画像（CT、MRI）所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

55 鼻・副鼻腔炎の診断ができる。  〇 〇 〇 〇

56 アレルギー性鼻炎の診断ができる。  〇 〇 〇 〇

57 鼻・副鼻腔腫瘍の診断ができる。  〇 〇 〇 〇

58 顔面外傷の診断ができる。  〇 〇 〇 〇

59 鼻中隔矯正術、下鼻甲介手術が行える。  〇 〇 〇 〇

60 鼻茸切除術、篩骨洞手術、上顎洞手術などの副鼻腔手術が行える。    〇 〇 〇

61 鼻・副鼻腔腫瘍手術の助手が務められる。  〇 〇 〇 〇

62 鼻出血の止血ができる。  〇 〇 〇 〇

63 鼻科手術の合併症、副損傷を理解し、術後管理ができる。  〇 〇 〇 〇

64 鼻骨骨折、眼窩壁骨折などの外科治療ができる。    〇 〇 〇
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口腔咽喉頭 

65 口腔、咽頭、唾液腺の解剖を理解する。  〇    

66 喉頭、気管、食道の解剖を理解する。  〇    

67 扁桃の機能について理解する。  〇    

68 摂食、咀嚼、嚥下の生理を理解する。  〇    

69 呼吸、発声、発語の生理を理解する。  〇    

70 味覚障害の病態を理解する。  〇    

71 扁桃病巣感染の病態を理解する。  〇    

72 睡眠時呼吸障害の病態を理解する。  〇    

73 摂食・咀嚼・嚥下障害の病態を理解する。  〇    

74 発声・発語障害の病態を理解する。  〇    

75 呼吸困難の病態を理解する。  〇    

76 味覚検査を実施し、その所見を評価できる。 〇 〇 〇 〇

77 喉頭内視鏡検査を実施し、その所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

78 睡眠時呼吸検査の結果を評価できる。  〇 〇 〇 〇

79 嚥下内視鏡検査、嚥下造影検査を実施し、その所見を評価できる。    〇 〇 〇 〇

80 
喉頭ストロボスコープ検査、音声機能検査を実施し、その所見を評価でき

る。 
〇 〇 〇 〇

81 口蓋扁桃摘出術、アデノイド切除術ができる。  〇 〇 〇 〇

82 咽頭異物の摘出ができる。  〇 〇 〇 〇

83 睡眠時呼吸障害の治療方針が立てられる。    〇 〇 〇

84 嚥下障害に対するリハビリテーションや外科治療の適応を判断できる。     〇 〇 〇

85 音声障害に対するリハビリテージョンや外科治療の適応を判断できる。     〇 〇 〇

86 喉頭微細手術を行うことができる。    〇 〇 〇

87 緊急気道確保の適応を判断し、対処できる。    〇 〇 〇

88 気管切開術とその術後管理ができる。  〇 〇 〇 〇

頭頸部腫瘍 

89 頭頸部の解剖を理解する。  〇    

90 頭頸部の生理を理解する。  〇    

91 頭頸部の炎症性および感染性疾患の病態を理解する。  〇    

92 頭頸部の先天性疾患の病態を理解する。  〇    

93 頭頸部の良性疾患の病態を理解する。  〇    

94 頭頸部の悪性腫瘍の病態を理解する。  〇    

95 頭頸部の身体所見を評価できる。  〇 〇 〇 〇

96 頭頸部疾患に内視鏡検査を実施し、その結果を評価できる。   〇 〇 〇 〇
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97 頭頸部疾患に対する血液検査の適応を理解し、その結果を評価できる。   〇 〇 〇 〇

98 頭頸部疾患に対する画像検査の適応を理解し、その結果を評価できる。   〇 〇 〇 〇

99 頭頸部疾患に病理学的検査を行い、その結果を評価できる。  〇 〇 〇 〇

100 頭頸部悪性腫瘍の TNM 分類を判断できる。  〇 〇 〇 〇

101 頭頸部悪性腫瘍に対する予後予測を含め、適切な治療法の選択ができる。   〇 〇 〇

102 頸部膿瘍の切開排膿ができる。    〇 〇 〇

103 良性の頭頸部腫瘍摘出（リンパ節生検を含む）ができる。     〇 〇 〇

104 早期頭頸部癌に対する手術ができる。    〇 〇 〇

105 進行頭頸部癌に対する手術（頸部郭清術を含む）の助手が務められる。  〇 〇 〇 〇

106 頭頸部癌の術後管理ができる。  〇 〇 〇 〇

107 頭頸部癌に対する放射線治療の適応を判断できる。    〇 〇 〇

108 頭頸部癌に対する化学療法の適応を理解し、施行できる。   〇 〇 〇 〇

109 頭頸部癌に対する支持療法の必要性を理解し、施行できる。  〇 〇 〇 〇

110 頭頸部癌治療後の後遺症を理解し対応できる。  〇 〇 〇 〇

 

③ 症例経験基準 

（1）疾患の管理経験：以下の疾患について、外来・入院患者の管理経験を主治医ないし

担当医（受け持ち医）として実際に経験し指導医の指導監督を受けます。 

  
基準症例数 

研修年度 

  1 2 3 4

難聴・中耳炎  25 例以上  10 5 5 5

めまい・平衡障害  20 例以上  5 5 5 5

顔面神経麻痺 5 例以上 2 1 1 1

アレルギー性鼻炎 10 例以上 2 3 3 2

副鼻腔炎 10 例以上 5 5   

外傷、鼻出血 10 例以上 2 3 3 2

扁桃感染症 10 例以上 2 3 3 2

嚥下障害 10 例以上 4 2 2 2

口腔、咽頭腫瘍 10 例以上 4 4 2  

喉頭腫瘍 10 例以上 4 4 2  

音声・言語障害  10 例以上  4 2 2 2

呼吸障害  10 例以上  2 3 3 2

頭頸部良性腫瘍 10 例以上 2 4 4  

頭頸部悪性腫瘍 20 例以上 10 5 5  

リハビリテーション           10 例以上 6 2 2  
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（難聴、めまい・平衡障害、顔面神経麻痺、音声・言語、嚥下）

緩和医療 5 例以上 2 1 1 1

 

(2)基本的手術手技 

  分野 副項目 目標数 
施設合

計数 

受け入

れ可能

人数 

助手  

または

執刀 

耳科手術 
鼓室形成術、人工内耳、アブミ骨手

術、顔面神経減荷術 
20 例以上 368 件 18 人 

鼻科手術 内視鏡下鼻副鼻腔手術など 40 例以上 640 件 16 人 

口腔咽頭喉

頭手術 40 例

以上 

扁桃摘出術 15 例以上 496 件 33 人 

舌、口腔、咽頭腫瘍摘出術等 5 例以上 113 件 22 人 

喉頭微細手術、嚥下機能改善、 
20 例以上 181 件 9 人 

誤嚥防止、音声機能改善手術 

頭頸部腫瘍

手術 30 例以

上 

頸部郭清術 10 例以上 109 件 10 人 

頭頸部腫瘍摘出術（唾液腺、喉頭、

頭頸部腫瘤等） 
20 例以上 483 件 24 人 

 

(3)個々の手術経験 
        

  扁桃摘出術 10 例以上 496 件 49 人 

術者と

して 

経験 

鼓膜チューブ挿入 10 例以上 157 件 15 人 

喉頭微細手術 10 例以上 143 件 14 人 

内視鏡下鼻副鼻腔手術 20 例以上 338 件 16 人 

気管切開術 5 例以上 114 件 22 人 

良性腫瘍摘出術（リンパ節生検を含む） 10 例以上 262 件 26 人 

 

④ 経験すべき検査 

自覚的聴力検査 

標準純音聴力検査、自記オージオメーター、標準語音聴力検査、簡易聴力検査、

気導純音聴力検査、内耳機能検査、耳鳴検査、中耳機能検査、後迷路機能検査、 

他覚的または行動観察による聴力検査 

鼓膜音響インピーダンス検査、チンパノメトリー、耳小骨筋反射検査、遊戯聴力

検査、耳音響放射検査（OAE）、鼓膜音響反射率検査、耳管機能検査、聴性誘発反

応検査、聴性定常反応、蝸電図、補聴器適合検査、人工内耳関連検査（神経反応

テレメトリー、マッピング、等） 
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顔面神経検査 

ENoG、NET 

平衡機能検査 

標準検査、温度眼振検査、視運動眼振検査、回転眼振検査、視標追跡検査、迷路

瘻孔症状検査、頭位及び頭位変換眼振検査、電気眼振図、重心動揺計 

鼻・副鼻腔検査 

鼻腔通気度検査、基準嗅力検査、静脈性嗅覚検査、アレルギー性鼻炎関連検査 

音声言語医学的検査 

喉頭ストロボスコピー、音響分析、音声機能検査 

口腔、咽頭検査 

電気味覚検査、味覚定量検査(濾紙ディスク法)、ガムテスト、終夜睡眠ポリグラフ

ィー、簡易検査 

内視鏡検査 

嗅裂部・鼻咽腔・副鼻腔入口部ファイバースコピー、喉頭ファイバースコピー、

中耳ファイバースコピー、内視鏡下嚥下機能検査、嚥下造影検査、 

生検 

扁桃周囲炎又は扁桃周囲膿瘍における試験穿刺(片側)、リンパ節等穿刺又は針生検、

甲状腺穿刺又は針生検組織試験採取、切採法 

 

10.  専門研修の評価   

 研修の評価については、プログラム統括責任者、指導管理責任者（専門研修連携施設）、

専門研修指導医、専攻医、研修プログラム委員会が行います。原則として指導医は 3 か月

毎、プログラム統括責任者は 6 カ月毎に評価を行います。 

専攻医は耳鼻咽喉科研修記録簿に、到達目標の自己評価や経験手術症例数、学会発表、

学術論文などを登録し、専門研修指導医は専攻医の到達目標の達成度を評価、登録し研修

プログラム管理委員会に報告します。研修記録簿の提出時期は年度の中間と年度終了直後

です。研修プログラム管理委員会およびプログラム統括責任者は中間報告と年次報告の内

容を精査し、専門研修指導医と相談のうえ次年度の研修指導内容を改善します。 

☆専攻医は専門研修指導医および研修プログラムの評価を行い、 

4：とても良い、3：良い、2：普通、1：これでは困る、0：経験していない・評価できない・

わからない で評価します。 

☆専門研修指導医は専攻医の実績を研修到達目標にてらして、 

4：とても良い、3：良い、2：普通、1：これでは困る、0：経験していない・評価できない・

わからない で評価します。 
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11. 専門研修管理委員会      

専門研修基幹施設（大阪医科大学附属病院）には、耳鼻咽喉科専門研修プログラム管理

委員会（以下、専門研修管理委員会）と統括責任者を置きます。 

専門研修管理委員会は、プログラム統括責任者、専門研修連携施設担当者、専攻医、外

部委員、他職種からの委員で構成され、専攻医および専門研修プログラム全般の管理と、

専門研修プログラムの継続的改良を行います。 

専門研修管理委員会は年 1 回の研修到達目標の評価を目的とした定例管理委員会に加え、

研修施設の管理者やプログラム統括責任者が研修に支障を来す事案や支障をきたしている

専攻医の存在などが生じた場合適宜開催します。 

専門研修管理委員会は以下の役割と権限を持つこととします。 

1）専門研修プログラムの作成を行う。 

2）専門研修基幹施設、専門研修連携施設において、専攻医が十分な手術経験や学習機会

が得られているかについて評価し、個別の対応について検討する。 

3）適切な評価の保証をプログラム統括責任者、専門研修連携施設担当者とともに行う。 

4）修了判定の評価を行う。 

 

12. 専攻医の就業環境     

専門研修基幹施設および専門研修連携施設の耳鼻咽喉科責任者は専攻医の労働環境の管

理、改善に努めます。専攻医の勤務時間、休日、当直、給与などの勤務条件については、

労働基準法を遵守し、各施設の労使協定に従います。具体的には、専攻医の心身の健康維

持への配慮、適切な勤務時間の遵守、当直業務と夜間診療業務の区別とそれぞれに対応し

た適切、バックアップ体制の整備、適切な休養などについて説明を行います。 

研修年次毎に専攻医および指導医は専攻医指導施設に対する評価を行い、その内容は専

門研修管理委員会に報告されます。 

  

13. 専門研修プログラムの改善方法     

大阪医科大学耳鼻咽喉科専門研修プログラム（以下、大阪医大耳鼻科 PG）では専攻医か

らのフィードバックを重視して研修プログラムの改善を行います。 

1）専攻医による指導医および研修プログラムに対する評価 

専攻医は、年次毎に指導医、専攻医指導施設、大阪医大耳鼻科 PG に対する評価を行いま

す。また、指導医も専攻医指導施設、大阪医大耳鼻科 PG に対する評価を行います。専攻

医や指導医等からの評価は、専門研修管理委員会に提出され、当委員会は研修プログラム

の改善に役立てます。このようなフィードバックによって大阪医大耳鼻科 PG をより良い

ものに改善していきます。 

専門研修管理委員会は必要と判断した場合、専攻医指導施設の実地調査および指導を行い

ます。評価に基づいて改善点を記録し、年度末までに日本専門医機構の耳鼻咽喉科専門研
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修委員会に報告します。 

2）研修に対する監査（サイトビジット等）・調査への対応 

専門研修プログラムに対して日本専門医機構からサイトビジット（現地調査）が行われま

す。その評価に基づいて専門研修管理委員会で研修プログラムの改善を行います。専門研

修プログラム更新の際には、サイトビジットによる評価の結果と改善の方策について日本

専門医機構の耳鼻咽喉科専門研修委員会に報告します。 

 

14. 修了判定 

4 年間の研修期間における年次毎の評価表および 4 年間の実地経験目録にもとづいて、

知識・技能・態度が専門医試験を受けるのにふさわしいものであるかどうか、症例経験数

が日本専門医機構の耳鼻咽喉科領域研修委員会が要求する内容を満たしているものであ

るかどうかを、専門医認定申請年(4 年目あるいはそれ以後)の 3 月末に研修プログラム統

括責任者または専門研修連携施設担当者が研修プログラム管理委員会において評価し、研

修プログラム統括責任者が修了の判定をします。 

 

15. 専攻医が修了判定に向けて行うべきこと 

1) 修了判定のプロセス 

専攻医は様式 7-31 を専門医認定申請年の 4 月末までに専門研修プログラム管理委員会に

送付します。専門研修プログラム管理委員会は修了要件が満たされていることを確認し、

5 月末までに修了判定を行い、研修証明書を専攻医に送付します。専攻医は日本専門医機

構の耳鼻咽喉科専門医委員会に専門医認定試験受験の申請を行います。  

2) 他職種評価 

病棟の看護師長など少なくとも医師以外のメディカルスタッフ１名以上からの評価も受

けるようにします。 

 

16. 専門研修施設とプログラムの認定基準  

①専門研修基幹施設 

大阪医科大学耳鼻咽喉科専門研修プログラム（以下、大阪医大耳鼻科 PG）は以下の専門

研修基幹施設認定基準を満たしています。 

1）初期臨床研修の基幹型臨床研修病院の指定基準を満たす病院であること。 

2）プログラム統括責任者 1 名と専門研修指導医 4 名以上が配置されているこ 

と。ただし、プログラム統括責任者と専門研修指導医の兼務は可とする。 

3）原則として年間手術症例数が 200 件以上あること。 

4）他の診療科とのカンファレンスが定期的に行われていること。 

5）専門研修プログラムの企画、立案、実行を行い、専攻医の指導に責任を負 

えること。 
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6）専門研修連携施設を指導し、研修プログラムに従った研修を行うこと。 

7）臨床研究・基礎研究を実施し、公表した実績が一定数以上あること。 

8）施設として医療安全管理、医療倫理管理、労務管理を行う部門を持つこと。 

9）施設実地調査（サイトビジット）による評価に対応できる体制を備えてい 

ること。 

②専門研修連携施設 

大阪医大耳鼻科 PG の施設群を構成する専門研修連携施設は以下の条件を満たし、かつ、

当該施設の専門性および地域性から専門研修基幹施設が作成した専門研修プログラムに必

要とされる施設です。 

1）専門性および地域性から当該研修プログラムで必要とされる施設であること。 

2）専門研修基幹施設が定めた研修プログラムに協力して、専攻医に専門研修を提供するこ

と。 

3）指導管理責任者(専門研修指導医の資格を持った診療科長ないしはこれに準ずる者） 

1 名と専門研修指導医 1 名以上が配置されていること。ただし、専門研修指導管理責任者と

専門研修指導医の兼務は可とする。 

4）症例検討会を行っていること。 

5）指導管理責任者は当該研修施設での指導体制、内容、評価に関し責任を負う。 

6）地域医療を研修する場合には３か月を限度として、専門医が常勤する 1 施設に限って病

院群に参加することができる。 

③専門研修関連施設（地方地域医療） 

大阪医大耳鼻科 PG の施設群を構成する専門研修関連施設（地方地域医療）は以下の条件

を満たし、かつ、当該施設の専門性および地域性から専門研修基幹施設が作成した専門研

修プログラムに必要とされる施設です。 

1）専門性および地域性から当該研修プログラムで必要とされる施設であること。 

2）専門研修基幹施設が定めた研修プログラムに協力して、専攻医に専門研修を提供するこ

と。 

3）指導管理責任者(専門研修指導医に準ずる者） 

1 名が配置されていること。 

4）症例検討会を行っていること。 

5）指導管理責任者は当該研修施設での指導体制、内容、評価に関し責任を負う。 

④専門研修施設群の構成要件 

大阪医大耳鼻科 PGの専門研修施設群は、専門研修基幹施設、専門研修連携施設および専門

研修関連施設（地方地域医療）が効果的に協力して一貫した指導を行うために以下の体制

を整えます。  

 1）専門研修が適切に実施・管理できる体制である。  

2）専門研修施設は一定以上の診療実績と専門研修指導医を有する。  
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3）研修到達目標を達成するために専門研修基幹施設と専門研修連携施設、ならびに専門研

修関連施設（地方地域医療）ですべての専門研修項目をカバーできる。  

4）専門研修基幹施設と専門研修連携施設、ならびに専門研修関連施設（地方地域医療）の

地理的分布に関しては、地域性も考慮し、都市圏に集中することなく地域全体に分布し、

地域医療を積極的に行っている施設を含む。  

5）専門研修基幹施設や専門研修連携施設、ならびに専門研修関連施設（地方地域医療）に

委員会組織を置き、専攻医に関する情報を最低 6カ月に一度共有する。 

⑤専門研修施設群の地理的範囲 

大阪医大耳鼻科 PG の専門研修施設群は大阪府および京都府の施設群です。施設群の中に

は、地域中核病院や地域中小病院が入っています。 

⑥専攻医受入数についての基準 

各専攻医指導施設における専攻医受け入れ人数は専門研修指導医数、診療実績を基にして

決定します。 

1）専攻医受入は、専門研修指導医の数、専門研修基幹施設や専門研修連携施設ならびに専

門研修関連施設（地方地域医療）の症例数、専攻医の経験症例数および経験執刀数が十分

に確保されていなければ、専門研修を行うことは不可能である。そのため専門研修基幹施

設や専門研修連携施設ならびに専門研修関連施設（地方地域医療）の症例数、専攻医の経

験症例数および経験執刀数から専攻医受入数を算定する。 

2）専門研修指導医の数からの専攻医受入の上限については学年全体（4 年間）で指導医 1

人に対し、専攻医 3 人を超えない。 

3）専攻医の地域偏在が起こらないよう配慮する。この基準に基づき毎年 7 名程度を受入数

とする。 

⑦診療実績基準 

大阪医大耳鼻科 PG においては、以下の診療実績基準を満たし、プログラム参加施設の合計

として以下の手術件数および診療件数（年間平均）を有します。 

手術件数基準 

(ｱ) 年間 400 件以上の手術件数 

(ｲ) 頭頸部外科手術 年間 50 件以上 

(ｳ) 耳科手術（鼓室形成術等） 年間 50 件以上 

(ｴ) 鼻科手術（鼻内視鏡手術等） 年間 50 件以上 

(ｵ) 口腔・咽喉頭手術 年間 80 件以上 

診療件数基準（総受入人数ｘ基準症例の診療件数）（以下は、総受入人数が 7 人の場合） 

難聴・中耳炎 175 件以上 

めまい・平衡障害 140 件以上 

顔面神経麻痺 35 件以上 

アレルギー性鼻炎 70 例以上 
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副鼻腔炎 70 例以上 

外傷、鼻出血 70 例以上 

扁桃感染症 70 例以上 

嚥下障害 70 例以上 

口腔、咽頭腫瘍 70 例以上 

喉頭腫瘍 70 例以上 

音声・言語障害 70 例以上 

呼吸障害 70 例以上 

頭頸部良性腫瘍 70 例以上 

頭頸部悪性腫瘍 140 例以上 

リハビリテーション 70 例以上 

緩和医療 35 例以上 

なお、法令や規定を遵守できない施設、サイトビジットにてのプログラム評価 

に対して、改善が行われない施設は認定から除外されます。 

 

17. 耳鼻咽喉科研修の休止・中断・プログラムの移動、プログラム外研修の条件 

専攻医は原則、耳鼻咽喉科領域専門研修カリキュラムに沿って専門研修基幹施設や専門

研修 連携施設にて 4 年以上の研修期間内に経験症例数と経験執刀数をすべて満たさなけ

ればならない。 

① 休止 

  ア）休止の理由  

専門研修休止の理由として認めるものは、傷病、妊娠、出産、育児、その他正当な理

由（専門研修プログラムで定められた年次休暇を含む）とする。  

イ）必要履修期間等についての基準  

研修期間（4年間）を通じた休止期間の上限は90日（研修施設において定める休日は含

めない）とする。  

ウ）休止期間の上限を超える場合の取扱い  

専門研修期間終了時に当該専攻医の研修の休止期間が90日を超える場合には未修了と

する。この場合、原則として引き続き同一の専門研修プログラムで研修を行い、90日

を超えた日数分以上の日数の研修を行うことが必要である。  

また症例経験基準、手術経験基準を満たしていない場合にも、未修了として取扱い、

原則として引き続き同一の研修プログラムで当該専攻医の研修を行い、不足する経験

基準以上の研修を行うことが必要である。 

② 中断 

専門研修の中断とは、専門研修プログラムに定められた研修期間の途中で専門研修を中止

することをいうものであり、原則として専門研修プログラムを変更して専門研修を再開す
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ることを前提としたものである。履修期間の指導、診療実績を証明する文書の提出を条件

とし、プログラム統括責任者の理由書を添えて日本専門医機構に提出、当該領域での審査

を受け認められれば、研修期間にカウントできる。 

③ 移動 

プログラムの移動には専門医機構内の領域研修委員会への相談が必要である。 

④ プログラム外研修 

留学、診療実績のない大学院の期間は研修期間にカウントできない。その期間につい

ては休止の扱いとする。同一領域（耳鼻咽喉科領域）での留学、大学院で診療実績の

あるものについては、その指導、診療実績を証明する文書の提出を条件とし、プログ

ラム責任者の理由書を添えて、日本専門医機構に提出、当該領域での審査を受け認め

られれば、研修期間にカウントできる。 

＊専門研修の休止・中断、プログラム移動、プログラム外研修の詳細な条件について

は添付文書参照。 

 

18. 専門研修プログラム管理委員会 

専門研修基幹施設である大阪医科大学附属病院には、専門研修プログラム管理委員会を

置きます。プログラム管理委員会は以下の役割と権限を持ちます。 

1）専門研修プログラムの作成を行う。 

2）専門研修基幹施設、専門研修連携施設ならびに専門研修関連施設（地方地域医療）に

おいて、専攻医が予定された十分な手術経験と学習機会が得られているかについて評価し、

個別に対応法を検討する。 

3）適切な評価の保証をプログラム統括責任者、専門研修連携施設ならびに専門研修関連

施設（地方地域医療）担当者とともに行う。 

4）修了判定の評価を委員会で行う。 

本委員会は年 1 回の研修到達目標の評価を目的とした定例管理委員会に加え、研修施設

の管理者やプログラム統括責任者が研修に支障を来す事案や支障をきたしている専攻医の

存在などが生じた場合、必要に応じて適宜開催します。 

プログラム統括責任者の基準、および役割と権限 

1）プログラム統括責任者は専門研修指導医としての資格を持ち、専門研修基幹施設当該

診療科の責任者あるいはそれに準ずる者である。 

2）医学教育にたずさわる経歴を有し、臨床研修プログラム作成に関する講習会を修了し

ていることが望ましい。 

3）専攻医のメンタルヘルス、メンター等に関する学習経験があることが望ましい。 

4）その資格はプログラム更新ごとに審査される。 

5）役割はプログラムの作成、運営、管理である。 

専門研修連携施設での委員会組織 
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1）専門研修連携施設の指導責任者は専門研修基幹施設のプログラム管理委員会のメンバ  

ーであると同時に、専門研修連携施設ならびに専門研修関連施設（地方地域医療）におけ

る指導体制を構築する。 

2）専門研修連携施設ならびに専門研修関連施設（地方地域医療）で専門研修にあたって

いる専攻医の研修実績ならびに専門研修の環 境整備について 3 カ月評価を行う。 

3）研修が順調に進まないなどの課題が生じた場合にはプログラム管理委員会に提言し、

対策を考える。 

 

19. 専門研修指導医の基準 

専門研修指導医は以下の要件を満たす者をいう。専門研修指導医は専攻医を育成する役

割をになう。 

1）専門医の更新を 1 回以上行った者。ただし領域専門医制度委員会にて同等の臨床経      

験があると認めた者を含める。 

2）年間 30 例以上の手術に指導者、術者、助手として関与している者 

3）2 編以上の学術論文（筆頭著者）を執筆し、5 回以上の学会発表（日耳鼻総会・学術講

演会、日耳鼻専門医講習会、関連する学会、関連する研究会、ブロック講習会、地方部会

学術講演会）を行った者 

4）専門研修委員会の認定する専門研修指導医講習会を受けていること 

専門研修指導医資格の更新は、診療・研修実績を確認し 5 年ごとに行う 

 

20. 専門研修実績記録システム、マニュアル等 

1）研修実績および評価の記録 

専攻医の研修実績と評価を記録し保管するシステムは耳鼻咽喉科専門研修委員会の研修

記録簿（エクセル形式＊資料添付）を用います。専門研修プログラムに登録されている専

攻医の各領域における手術症例蓄積および技能習得は定期的に開催される専門研修プロ

グラム管理委員会で更新蓄積されます。専門研修委員会ではすべての専門研修プログラム

登録者の研修実績と評価を蓄積します。プログラム運用マニュアルは以下の専攻医研修マ

ニュアルと指導者マニュアルを用います。 

◉専攻医研修マニュアル 

別紙「専攻医研修マニュアル」参照。 

◉指導者マニュアル 

別紙「指導医マニュアル」参照。 

◉研修記録簿 

研修記録簿に研修実績を記録し、一定の経験を積むごとに専攻医自身が形成的評価を

行い記録する。少なくとも 3 カ月に 1 回は形成的評価により、自己評価を行う。 

◉指導医による指導とフィードバックの記録 
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専攻医に対する指導内容は、統一された専門研修記録簿（エクセル方式）に時系列で記載

して、専攻医と情報を共有するとともに、プログラム統括責任者およびプログラム管理委

員会で定期的に評価し、改善を行います。 

1）専門研修指導医は 3 カ月ごとに評価します。 

2）プログラム統括責任者は 6 カ月ごとに評価します。 

 

21. 研修に対するサイトビジット（訪問調査） 

専門研修プログラムに対して日本専門医機構からのサイトビジットがあります。サイト

ビジットにおいては研修指導体制や研修内容について調査が行われます。その評価は専

門研修プログラム管理委員会に伝えられ、プログラムの必要な改良を行います。 

 


